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産業連関表における価格評価問題
ー産業連関表の比較可能性に関する一実証研究ー一
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1. はじめに
本稿で考察するのは産業連関表における価格評価の問題である。すなわち，
価格評価方法の相違によって，産業連関表の数値にどのような影響があり，ま
た異なる評価方法で作成された産業連関表の比較可能性を， EC諸国の産業連
関表を例にとって検討することである。この問題は，次のような観点から今日
重要となってきている。
一つには，産業連関表を用いた国際比較が頻繁になるにつれて，データその
ものの作成方法に遡って，国際比較の可能性を検討する必要が生じてきた，と
いう事情がある。経済のサービス化に関する国際比較や，輸出入構造の比較な
どのさまざまな観点から，産業関連表を用いた国際比較がおこなわれているが，
産業分類を調整しただけの安易な比較も存在している。しかし世界各国の産業
連関表は，それぞれの事情や考え方などからさまざまな形式と特性をもったも
のが作成されており，産業連関表の特性や作成方法にまで踏み込んで比較可能
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性を検討しないと，作成上の相違なのか，経済の実態上の相違なのか区別がつ
かないことがある。国際比較可能性の検討には，商品か産業かといった部門を
構成する単位の問題，輸入や副産物の取扱方法などいくつかのボイントがある
が叫 価格評価問題もその重要な要素の一つである。各国にはいくつかの価格
評価方法が存在しており，その相違は検討しておく必要がある。
また，対象年から公表まであまり時間的隔たり (TimeLag)のない最新の産
業連関表を利用しようとすると，どうしても各国統計局の作成したものを利用
せざるを得ないことがあり，ここでも異なる価格評価による産業連関表に直面
する可能性がある。たとえばフランスやイギリスの産業連関表の場合がそうで
ある。フランスの産業連関表は購入者価格，イギリスの産業連関表は基本価格
で作成されている。この各国間の相違をとり除き，相互比較がしやすいように
各国表を編集・再作成した標準産業連関表も， EC統計局 (Eurostat)や国連
ECEによって公表されているが，各国表の調整に時間がかかるために， 対象
年次と公表年次との間にあまりにも時間的隔たりがある。たとえば EC諸国
の1984~1985年表はすでに各国統計局によって公表されてはいるが， EC統計
局の標準産業連関表は遅れに遅れて， 1992年に公表予定である。産業連関表の
対象とする年次から実に 7年も経過してしまっている。そこで最新の状況を調
べようとすれば，結局は各国統計局の産業連関表を利用せざるを得ないという
ことになる。その際に，異なる価格評価方法で作成されている産業連関表は比
較可能かどうか，比較可能であるとしてもどういう点に注意が必要か，等の検
討が必要となってくる。
小稿では以上のような問題意識から， イギリスやフランスなど EC諸国の
産業連関表をとり上げ，購入者価格表，生産者価格表，基本価格表の相違を内
1)河野博忠氏 (1891)は「産業連関表における輸入の組み込み方を学習すれば，われわ
れが何気なく利用している産業連関表がいかに相対的なものであるかが理解でき， I 
-0表のユーザから作製者へと一歩踏み込んでゆく場合の，限り無いbrainstorming
となる」と言われているが，全く同じことが価格評価の問題にも該当する。
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容や記載方法だけではなく，実際のデータや分析の観点から検討し，比較可能
性について検討することを意図している凡
2. 購入者価格と生産者価格の特徴と相違
日本では生産者価格の産業連関表だけでなく，購入者価格の産業連関表も作
成されてはいるがほとんど利用されることはなく，生産者価格の産業連関表に
よる分析がもっとも標準的となっている。世界的にも生産者価格が最も多く採
用されているが， フランスでは購入者価格の産業辿関表のみが作成されてい
る。ドイツやスウェーデンなどのように，購入者価格の産業連関表を付帯表と
して作成・公表している国もある。この節では，購入者価格と生産者価格の産
業連関表の相違を，実際のデータも交えて検討することにする。
生産者価格と購入者価格の根本的な相違は，商業・運輸マージンの取扱い方
法にある。購入者価格による評価では，中間需要•最終需要の購入者は，商業
・運輸マージンを含んだ価格で各財貨・サービスを購入する形で記載される。
現実の商取引も，商業・運輸マージンを別個に扱うことはせず，財貨・サービ
スの価格に含めて取引をおこなうので，この方法はより現実に近い形の記載で
ある。実際の産業連関表における記載方法は，主に 2種類の方法がある。まず
図 1の仮設例（仮にAタイプと名付ける）で考察してみよう 3)。産業Aの製品は自
産業15,産業Bから35,最終需要として32単位需要されているが，このフロー
にはそれぞれ 3, 4, 5, 全体として12単位の商業・運輸マージンが含まれて
いる。すなわち産業Aの製品の総需要額82単位のうち12単位は，産業Aの製品
2)副産物取扱方法の違いによる分析上の相違については良永 (1987), 付加価値税
(VAT)の取扱方法の違いによる分析上の相違については良永 (1990)を参照された
vヽ
゜3)図の行和・ 列和を総需要・総供給としているのは，行和・列和を輸入を含んだ総供給
(Total Supply)でバランスをとる EC諸国の産業連関表を意識してのことである。
仮設例であるから， 日本の産業連関表のように国内生産額としても構わない。
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図1 購入者価格評価表Aタイプ（仮設例）
I産業Al産業 B I商業運輸 I最終需要 1総需要
産 業 A 15 35 ゜ 32 82 (3) (4) (5) (12) 
産 業 B 20 105 20 85 230 (2) (11) (2) (15) (30) 
商‘業運輸 12 30 ゜ ゜ 42 
付加価値 35 60 22 （ ）内の数価は取引に
含まれる商業・運輸マ
総 供 給 82 230 42 ジーンを示す。
が産業A,Bの中間需要及び最終需要として渡るまでの商業・運輸マージンで
あり，これは産業Aの商業運輸部門からの投入としても記載される。しかし産
業Aの商業部門からの投入として記載されるマージンは，実際には産業Aの製
品の生産に要したものではなく，流通・販売に要したマージンである。したが
って商業運輸の行部門は，各産業の製品が需要者の手に渡るまでに要した商業
・運輸マージンを意味していることになる。産業B製品についても同様であ
る。
しかし実際には，この方式はあまり用いられてはいない。購入者価格表のみ
を作成しているフランス，生産者価格表と並んで購入者価格表も作成している
日本やドイツなどがとっている方法は， 図2の仮設例（仮にBタイプと名付ける）
の方式である。この方式の特徴は，商業運輸以外の産業についてはAタイプと
同じで，行方向へのフローは商業・運輸マージンを含んで計上されるが，商業
運輸の行部門は内生部門から第 3象限の国内生産額よりも下の行に移動して記
載される点にある。この結果，商業運輸の行部門には全てゼロが入り行和もゼ
ロ，列部門もそれとバランスがとれるように，すなわち列和をゼロとするため
に，商業運輸部門の国内生産額と同額を商業運輸マージン行でマイナス控除し
ている。行和・列和を総供給・総需要ではなくて，日本の産業連関表のように
120 
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図2 購入者価格評価表Bタイプ（仮設例）
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I産業Al産業 B I 商業運輸 i最終需要 1総需要
15 35 ゜~ 82 20 105 20 230 ゜ ゜ ゜ ゜35 60 22 
70 200 42 
12 30 -42 
82 230 ゜
国内生産額でバランスをとる場合も原理的には同様であり，商業運輸マージン
行の数値にマイナスを付けて列に転置し，最終需要列の右側に配置すればよ
い。このBクイプの特徴は，産業間の取引額はAタイプと同様に購入者価格で
評価されているが，各産業の国内生産額には流通・販売のために要したマージ
ンが含まれず， 生産者価格評価の国内生産額（後述）と等しくなっている点に
ある。
一方生産者価格表は，産業間及び最終消費者との取引の評価に商業・運輸マ
ージンを含めず，購入者は商業運輸部門から一括して商業・運輸マージンを購
入したものとして処理される。購入者価格の産業連関表から生産者価格の産業
連関表に評価を替えるには，各産業の取引に含まれる商業・運輸マージンを控
除し，商業運輸の行部門に移動すればよい。たとえば図 1(Aタイプ）の産業連
関表を生産者価格評価に変換するには，産業A,B製品の行方向に含まれる商
業・運輸マージンをそれぞれ控除する。さらに商業運輸の行部門に記載されて
いるマージンを消去し，産業A,Bの行方向から控除されたマージンを合計し
てここに記入する。この操作によって生産者価格評価の産業連関表ができ上が
る。購入者価格評価の産業連関表では，商業運輸部門（行）の数値は製品の流
通・販売に要するマージンを意味していたが，生産者価格評価に変換した産業
連関表では，各産業に投入される財貨・サービスに含まれる商業・運輸マージ
121 
122 爛西大學「継清論集」第42巻第1号 (1992年5月）
図3 生産者価格評価表（仮設例）
I産業Al産業 B I商業運輸 1最終需要 1総需要
産 業 A 12 31 ゜ 27' 70 産 業 B 18 94 18 70 200 
商業運輸 5 15 2 20 42 
付加価値 35 60 22 
総 供 給 70 200 42 
ンを意味している。ここに，各産業が生産するにあたって必要となる商業・運
輸マージンは，需要される各財貨・サービスそのものとは別に，商業運輸部門
（行）から一括して直接投入される形式となる。生産者価格評価の産業連関表
も購入者価格評価の産業連関表も，付加価値自体はまったく同じであり，相違
はあくまで内生部門の商業・運輸マージンの処理に関するものであることがわ
かる。
表1が購入者価格評価で公表されているフランス産業連関表である。フラン
ス本国の産業連関表は， 国立統計経済研究所 (INSEE)が作成・公表してい
る4)。この産業連関表は， 本稿でいうBクイプの購入者価格表に相当する。商
業・運輸マージンが，中間消費，民間最終消費，粗投資，輸出別に記載されて
いる点が特徴である。屑・副産物の振替を， ESA方式にしたがって付加価値
部門の下でおこなっているため，国内生産額は実際の生産額（振替前）と分配生
産額（振替後）とに分かれているが， Bタイプの購入者価格表であるために，国
内生産額は生産者価格で評価されている。
記述的には，購入者価格評価の産業連関表の方が現実の取引に近い。しかし
購入者価格の産業連関表は，投入係数の安定性の観点からは問題があるとされ
る。技術的な投入産出構造だけではなく，商業・運輸マージン率の変更によっ
ても投入係数が変化する可能性があるからである。特に産業連関表を用いた波
4) INSEE (1988)の産業連関表を若干調整・編集したものである。 INSEEの産業連関
表については，最近では横橋正俊 (1991)氏が詳しく解説している。
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及効果分析には注意が必要である。たとえば同じ商品やサービスであっても，
産業や個人など購入者グループによってマージンが異なることがあり（たとえ
ば電力），マージン率の高い商品の需要は，計算上実際よりも過大な波及効果
を生じ，逆にマージン率の低い商品の需要は，実際よりも過小評価してしまう
ことになる。
3. 購入者価格表と生産者価格表の分析比較
それでは実際のデータによる分析ではどの程度相違があるか，まず旧西ドイ
ツのデータを用いて調べてみよう。ドイツでは新SNA方式（商品技術仮説）に
よって，投入表 (U表）と産出表 (V表）からまず購入者価格評価の商品 X商品
表を導出し，それを生産者価格評価に変換している5)。 連邦統計局は生産者価
格表に重点を置いているが，作成過程の副産物としてこのように出てくる購入
者価格表も時折公表されている。ここでは1987年に関する購入者価格表と生産
者価格表から，いくつかの分析を通して両表の相違を考察してみよう。
まず表2は中間投入率と中間需要率を購入者価格表と生産者価格表で比較し
たものである6)。 中間投入率は予想に違わずほとんど変化していない7)。 これ
は商業・運輸マージンは生産者価格への変更によって，各産業部門が商業・運
輸部門から直接中間投入する形に変更されるが，同じ内生部門内での移動であ
って，中間投入計や国内生産額は変わらないからである。一方中間需要率は生
産者価格への変換によって若干の上昇がみられる。これは生産者価格に変更し
た際に，中間需要と最終需要では，最終需要の方が商業・運輸マージンの控除
5) ドイツ産業連関表の特徴については横橋 (1991), 作成方法との関連では久保庭• 長
谷部・良永 (1986)を参照されたい。
6)定義は，中間投入率＝中間投入額／国内生産額，中間需要率＝中間需要額／総供給額
である。
7)その他の営利・非営利サービス部門で，生産者価格の中間投入率が高くなっているの
は，生産者価格表と購入者価格表では控除不能付加価値税の処理が若干異なっている
ことによる。内生部門から控除不能付加価値税も控除するか否かの相違である。
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表2 旧ドイツ (1987年）の中間投入・需要率
部
中間投入率 中間需要率
産 業 門
購入者価格 I生産者価格 購入者価格 l生産者価格
1農林水産業 55,5彩 55.5% 69.7彩 74.6彩
2 鉱業・電気・ガス 50.7 50. 7 76.3 77.9 
3 化学・石油・土石 61. 9 61. 9 61. 3 61. 8 
4 鉄鋼・非鉄金属 73.4 73.4 77.7 17.8 
5 機械・情報・輸送 60.4 60.4 25.2 26.2 
6 電気・精密機械 48.0 48.0 36.6 38.4 
7 木材・皮革・繊維 60.1 60.1 39.6 48.4 
8食料品・飲料 68.1 68.1 28.3 31. 0 
9 建 設 50.0 50.0 19.7 20.1 
10 商業・交通・通信 33.7 33.6 58.2 43.0 
11 他の営利サービス 41. 9 40.8 57.6 58.3 
12 非営利サービス 48.0 45.1 16.2 16.2 
13 全 体 I 50.5 49.9 43.9 44.6 
による減少が大きいために，相対的に総需要に占める中間需要の割合が上昇す
るためである。
表 3は，影響力係数と感応度係数を比較したものであるB)。影響力係数はさ
ほど大きな相違はないといってよい。購入者価格と生産者価格とで相違が生じ
るのは，感応度係数の方である。農林水産業や製造業では，生産者価格から計
算した感応度係数の方が低く，逆に商業やサービス産業では大きくなってい
る。これは，生産者価格表では農林水産業や製造業製品のフローから商業・運
輸マージンが控除されたために，これらの製品の購入額が減少し，逆に商業・
運輸部門からのサービス購入額が増えたことによる影響である。
また表4は，石油価格が2倍になったときと，鉄鋼価格が50彩上昇したとき
の価格波及効果を，均衡価格モデルにより計算したものである 9)。石油の場合
も鉄鋼の場合も，最初に価格の上昇を仮定する当該産業を除いて，すべての産
8)影響カ・感応度係数については官沢 (1975),良永 (1991.A)等を参照されたい。こ
こでは逆行列は (I-A)一1型を用いている。
9)均衡価格モデルによる価格波及計算についても，宮沢 (1975)等を参照。
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表3 I日ドイツ (1987年）の影響力・感応度係数
影響力係数 感応度係数
産 業 部 門
購入者価格 1生産者価格 購入者価格 I生産者価格
1農林水産業 102.7彩 102.4彩 81. 7彩 79.4形
2 鉱業・電気・ガス 93.1 94.4 126.9 120.9 
3 化学・石油・土石 106. 6 107.0 162.8 142.4 
4 鉄鋼・非鉄金属 131. 8 131. 9 131. 9 123.7 
5 機械・情報・輸送 108.2 108.1 79.2 78.4 
6 電気・精密機械 94.2 94.5 81. 3 77.0 
7 木材・皮革・繊維 105.1 105.4 95.4 91. 3 
8 食料品・飲料 115.5 115.2 77.5 73.9 
9 建 設 95.8 95.5 57.9 58.8 
10 商業・交通・通信 74.6 75.7 74.2 117.6 
1 他の営利サービス 82.8 82.8 171. 6 175.3 
12 非営利サービス 89.6 87.1 59.6 61.1 
表4 I日ドイツ (1987年）の価格波及効果
石油価格の 100彩上昇 鉄鋼価格の50%上昇
産 業 部 門
購入者価格 I生産者価格 購入者価格 1生産者価格
1農林水産業 8.9彩 7.7彩 1. 3形 1.1彩
2 鉱業・電気・ガス 100.0 100.0 1. 7 1.4 
3 化学・石油・土石 16.4 14.9 1.1 0.9 
4 鉄鋼・非鉄金属 22.4 20.5 50.0 50.0 
5 機械・情報・輸送 6.8 5.9 7.3 6.4 
6 電気・精密機械 6. 1 5.3 6.2 5.5 
7 木材・皮革・繊維 6.9 6.2 0.9 0.7 
8食料品・飲料 6.8 5.9 0.9 0.7 
9 建 設 5.8 4.7 2.6 2.2 
10 商業・交通・通信 3.7 3.4 0.5 0.4 
1 他の営利サービス 3.2 2.8 0.5 0.4 
12 非営利サービス 4.6 3.6 0.8 0.6 
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業で例外なく，生産者価格の方が購入者価格よりも価格上昇率は低くなってい
る。これも生産者価格に変換することによって，商業運輸部門以外の投入係数
が低下した結果である。
表 5は 1単位の最終需要が誘発する生産額を表す生産誘発係数を，購入者価
格表と生産者価格表から計算したものである10)。最終需要項目として民間最終
費支出，輸出及び最終需要計の 3項目を計算した。結果は商業・運輸部門を除
いて，ほとんどの産業で生産者価格の生産誘発係数が小さくなっている。その
結果として，民間消費や最終需要計が誘発する生産額合計も生産者価格表の方
が小さくなっている。これも，生産者価格へ変換した結果投入係数が低下し，
なおかつ最終需要部門の数値が運輸・商業部門を除いて低下した結果である。
表5 I日西ドイツ (1987年）の生産誘発係数
民間消費生産誘発係数 輸出生産誘発係数 生最産終誘需発要係数計
産業部門
購入者価格1生産者価格購入者価格1生産者価格購入者価格1生産者価格
1農林水産業 0.07 0.05 0.03 0.02 0.04 0.03 
2鉱業・電気・ガス 0.09 0.07 0.09 0.08 0.07 0.06 
3 化学・石油•土石 0.16 0.10 0.34 0.29 0.19 0.14 
4鉄鋼・非鉄金属 0.03 0.02 0.21 0.18 0.09 0.07 
5機械・情報・輸送 0.09 0.07 0.46 0.44 0.20 0.18 
6電気・精密機械 0.08 0.05 0.23 0.20 0.13 0.10 
7木材・皮革・繊維 0.18 0.10 0.14 0.12 0.13 0.08 
8食料品・飲料 0.21 0.16 0.06 0.05 0.12 0.09 
9建 設 0.02 0.02 0.02 0.02 0.09 0.09 
10商業・交通・通信 0.07 0.27 0.10 0.20 0.06 0.20 
11 他サ のー 営ビ 利ス 0.52 0.53 0.22 0.22 0.36 0.36 
12非営利サービス 0.05 0.05 0.01 0.01 0.21 0.22 
13全 体I1.59 I 1.50 I 1. 91 I 1. 84 I 1. 70 1. 62 
注）なお，政府消費，固定資本形成の誘発係数は購入者価格表でそれぞれ1.7, 1. 73, 
生産者価格表でそれぞれ1.70, 1. 63であり，民間消費や最終需要総額と同様に生産
者価格表から計算した方が低くなっている。
10)生産誘発係数とは，各最終需要が誘発するの各産業の生産額を，各最終需要総額で割
ったものである。
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最後に表6は，輸出率，輸入率， 自絵自足率を計算したものである。輸出
率，輸入率はここでは生産誘発との関連で次のように定義されている11)。
YE, 輸出率＝―-xlOO, 輸入率YFi 
＝込販100
YFi 
YE=CI-A)→ E (ただしCI-A)→；レオンチェフ逆行列，
YM=(I-A)-1M E; 輸出ベクトル， M;輸入ベクトル，
YF=(I-A)一1F F; 国内最終需要ベクトル）
また自給自足率100十輸出率一輸入率である。
結果は輸出率も輸入率も，商業・運輸部門を除いて，ほとんどの産業部門で
基本価格の方が高くなっている。これは商業・運輸マージンを除くことによっ
て，国内最終需要の誘発する生産額の減少の方が，輸出誘発生産額や輸入によ
る代替生産額の減少よりも大きいためである。マージンを集められた運輸・商
業部門はちょうどその逆である。しかし自給自足率は上昇する産業あり，下落
表6 旧西ドイツ (1987年）の自給自足率
輸 出 率 輸 入 率 自給自足率
産業部門
購入者価格1生産者価格購入者価格1生産者価格購入者価格1生産者価格
1農林水産業 15.8彩 19.2% 38.8彩 54.3彩 76.9彩 64.9彩
2鉱業・電気・ガス 36.0 40.4 45.6 55.2 90.3 85.2 
3化学・石油・土石 50.3 67.3 43.2 59.7 107.1 107.6 
4鉄鋼・非鉄金属 87.7 111.4 58.2 77.6 129.5 133.8 
5機械・情報・輸送 76.8 95.1 31.8 40.0 144.9 155.1 
6電気・精密機械 52.4 69.0 34.9 47.8 117.6 121. 3 
7木材・皮革・繊維 26.4 38.8 34.0 52.2 92.4 86.6 
8食料品・飲料 12.4 15.2 17.2 22.2 95.2 93.0 
9建 設 5.1 5.3 4.2 4.4 100.9 100.9 
10商業・交通・通信 48.4 28.5 32.7 18.0 115. 7 110.6 
1 他サ のー 営ビ 利ス 16.7 17. 7 13.8 14.6 102.9 103.1 
12非営利サービス 1. 9 1.8 1. 7 1. 7 100.1 100.1 
11)輸出率は，輸出が誘発する生産額を国内最終需要が誘発する生産額で割ったものであ
る。輸入率も輸入によって代替される生産額を国内最終需要が誘発する生産額で割っ
たものである。いずれもスカイライン分析に用いるものである。
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する産業ありで，結果はさまざまである。それは輸出率の上昇率と輸入率の上
昇率の相対関係に依存して決まってくるためで，一概にはなんとも言えない。
たとえば一般・情報・輸送機械では，生産者価格にすると自給自足率は大きく
上昇するが，農林水産業では大きく低下するといった具合である。
フランスの産業連関表も同様の分析を通して簡単に検討しておこう。すでに
述べたように，フランス本国では購入者価格評価以外のものは公表されていな
いが， EC統計局で生産者価格評価に変換されて， EC標準産業連関表として
公表されている。そこで1980年の INSEE作成の購入者価格表と， EC統計局
作成の生産者価格表を分析比較してみよう。ただし結果は旧西ドイツ表の場合
と同じものが多いため，ここでは生産誘発係数と自給自足率にしぽって検討す
表7 フランス (1980年）の生産誘発係数
民間消費生産誘発係数 輸出生産誘発係数 最生産終誘需発要係数計
産業部門
購入者価格1生産者価格購入者価格1生産者価格購入者価格1生産者価格
1農林水産業 0.17 0.09 0.14 0.12 0.12 0.07 
2 石炭•石油 0.12 0.10 0.11 0.11 0.09 0.08 
3電気・ガス・水道 0.05 0.04 0.03 0.03 0.03 0.03 
化フ゜ 学製品・
4 ラスティック 0.08 0.04 0.17 0.16 0.07 0.06 
5非金属鉱業 0.01 0.01 0.03 0.03 0.03 0.02 
6鉄鋼・機械製品 0.10 0.05 0.45 0.40 0.21 0.15 
7輸送機械 0.06 0.04 0.19 0.17 0.08 0.07 
8食料品・飲料 0.22 0.15 0.12 0.12 0.13 0.10 ， 繊•製維・紙木製品 0.24 0.13 0.22 0.17 0.18 0.11 
10建 設 0.02 0.02 0.01 0.01 0.13 0.12 
1 商業・運輸・通信 0.08 0.29 0.12 0.19 0.07 0.21 
12金・不融動産・保 険 0.14 0.18 0.04 〇.03 0.11 0.11 
13 他の営ビ 利
サー ス 0.27 0.32 0.18 0.17 〇.21 0.23 
14非営利サービス 0.02 〇.02 0.00 0.00 0.16 0.13 
全 体 I1. 58 I 1. 48 I 1. 86 I 1. 71 I 1. 63 I 1. 49 
注）なお，政府消費， 固定資本形成の生産誘発係数は， 購入者価格でそれぞれ1.54, 
1. 64, 生産者価格でそれぞれ1.37, 1. 46である。
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ることにしよう。
表 7は，フランスの購入者価格表と生産者価格表から生産誘発係数を計算し
たものである。ドイツ表と同じように，生産者価格に変換すると，商業・運輸
部門を除いてほとんどの産業部門で誘発係数が低下する。特に農林水産業や鉄
鋼・機械製品で低下率が大きくなっている。商業・運輸以外の部門での低下率
には差があっても，全体としての傾向はドイツとほとんど同じである。
表 8は，フランスの自給自足率を求めたものである。輸出率と輸入率につい
てはドイツと全く同じで，商業・運輸部門では生産者価格にすると低下する
が，それ以外の部門ではほとんどが上昇している。特に化学・プラスティック
製品，鉄鋼・機械製品の上昇率が大きい。しかし自給自足率をみると，やはり
ドイツの場合と同じように，輸出率と輸入率の上昇率の相違によって，自給自
足率の上昇する産業と下落する産業が出てくるために，一概になんとも言えな
表8 フランス (1980年）の自給自足率
輸 出 率 輸 入 率 自給自足率
産業部門
購入者価格1生産者価格購入者価格1生産者価格購入者価格1生産者価格
1農林水産業 24.2彩 33.3% 21. 9彩 31.0% 102.2% 102.3% 
2 石炭•石油 21. 9 22.8 65.9 70. 7 56.0 52.1 
3電気・ガス・水道 18.8 18.4 23.6 20.2 95.2 98.2 
化プ 学製品・
4 ラスティック 45.2 59.2 45.l 58.2 100.1 101. 0 
5非金属鉱業 22.1 26.6 23.8 27.7 98.4 98.9 
6鉄鋼・ 機械製品 45.1 53.8 45.0 51. 2 100.1 102.6 
7輸送機械 55.0 55.2 27.9 31. 3 127.1 123.9 
8食料品・飲料 18.0 21. 5 16.0 17.3 102. 1 104.1 ， 繊•製維紙・木製品 23.7 28.5 26.3 35.6 97.4 92.9 
10建 設 1. 6 1. 9 2. 7 2.2 98.9 99.7 
11商業・運輸・通信 33.0 18.5 25.8 15.6 107.2 102.9 
12金・不融動産・保 険 6.6 5.3 6.1 5.2 100.6 100.1 
13 他サ のー 営ビ 利ス 17.7 14.2 16.1 12.7 101. 5 101. 5 
14非営利サービス 0.0 0.0 0.0 0.0 101. 7 100. 0 
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い。国際比較の場合も同様で，たとえば生産者価格にすると，フランスでは農
林水産業は自給自足率は上昇しているが， ドイツでは低下している。また，生
産者価格に変換したときの自給自足率の変化は，部門統合の方法にもよるが，
ここでは全体的にフランスの場合の方が小さくなっている。
以上の分析からわかるように，購入者価格から生産者価格に変換しても，そ
の分析結果にどのような違いが生じてくるかは，自給自足率を除いてある程度
は予想が可能である。それは，マージン率は産業や購入者によってさまざまで
あろうが，生産者価格表への変換が商業運輸部門以外からの投入係数を低下さ
せる点では共通であり，定型化して考えることが可能だからである。この点
が，次節以降でみる基本価格へ変換する場合と大きく異なる点でもある。
4. 基本価格表の特徴と生産者価格表との相違
日本では生産者価格と購入者価格の相違は比較的知られているが，基本価格
については馴染みがなく，あまり知られていない。しかし新SNAによって提
案され，国連ECEが推奨していることもあり，生産者価格と並んで各国で広
く採用されている。たとえば， イギリス， スウェーデン， デンマーク，カナ
ダ，ハンガリー，ノルウェーなどで採用されており，特にヨーロッパ諸国との
国際比較などの際には知っておく必要があるだろう。
イギリスやスウェーデンなどの産業連関表で採用されている基本価格は，生
産者価格から，純商品税を控除したものである。純商品税 (CommodityTaxes) 
とは，「純間接税（間接税マイナス補助金）のうち，購入者グループ（例えば，企業
や家計）毎に異なる商品税賦課（補助金賦与）方式をとる部分」12)のことである。
間接税や補助金は，しばしば特定の産業の保護や支援のために政策的に決定さ
れ，人為的に価格操作等がおこなわれる。また間接税の一つである付加価値税
も，特定の産業や購入者グループには非課税や控除が可能なように考慮した
12)久保庭 (1985),13ペー ジ。
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り，軽減税率や割増税率を適用したりしている。このような現実の財貨・サー
ビスの取引では，同じ財貨やサービスであっても，特定のグループには高い間
接税が賦課され価格が高められていたり，逆に補助金が賦与された価格が低め
られていることがしばしばである。この取引をより現実に近いかたちで把握す
るには，純商品税を含んだ生産者価格で評価・記述するのが適当かもしれな
い。しかし分析的な観点からは次のような問題がある。もし同じ商品であって
も購入者グループによって商品税率が異なり，価格も異なっているとすると，
取引額は数量を反映しなくなる。したがって産業間での投入係数の相違は，数
量ではなく税率による相違の可能性をも包含することになる。また技術構造が
変化しなくても，税体系が変更されただけで投入構造が変化することになる。
したがって，純粋に技術的な投入産出構造を反映できるようにするためには，
生産者価格から純商品税を控除した基本価格の方が望ましい，ということにな
る13)。もし安定的な技術的連関を得るために購入者価格よりも生産者価格の方
が望ましいとすれば，同じ理由により基本価格の方が生生者価格よりも望まし
いことは言うまでもない14)。
基本価格評価の産業連関表を，生産者価格表との関連で簡単に図解して考察
してみよう。いま図 3と同じ仮設例を用いて，生産者価格評価による取引に図
4のように純商品税が含まれているものとしよう。たとえば，産業Aの製品は
産業Aに12単位，産業Bに31単位，最終需要として27単位需要されているが，
この取引にはそれぞれ 1, 3, 2単位の純商品税が含まれ，全体として 6単位
の商品税を含んで販売されている。産業Bの製品についても同様で，全体とし
て14単位の純商品税を含んでいる。 このとき付加価値部門の純間接税（間接税
マイナス補助金）の中にも，産業Aで5単位，産業Bで14単位の純商品税が含ま
13) 「購入者グループ毎に商品税率が異なれば，商品税額を含む生産者価格では取引物量
を正確に反映しえない」（久保庭 (1985))というのが，国連 ECEが基本価格を推奨
する理由である。
14)オランダではさらに純間接税すべて控除した要素価格評価を用いている。
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れている。
基本価格評価の産業連関表に変換するには，まず産業A,B, 商業の行方向
へのフローの評価額に含まれる純商品税を控除する必要がある。このために通
常は純商品税マトリックスが作成されており，これを生産者価格評価の産業の
産業連関表の内生部門及び最終需要部門から控除する。これにより行方向への
フローは，基本価格によって評価されていることになる。
控除した純商品税は，国連ECEやスウェーデンの方式では，内生部門及び
最終需要部門の下に 1行設けて， そこに集約して記載される（図5参照）15)。こ
図4 生産者価格評価表（仮設例）
1産業Al産業 B I商 業 I最終需要 I総需要
産 業 A 12 31 ゜ 27 70 (1) (3) (0) (2) (6) 
産 業 B 18 94 18 70 200 (2) (7) (0) (5) (14) 
商 業 5 15 2 20 42 (0) (0) (0) (0) (0) 
付加価値 35 60 22 （）内の数字は，取引(6) (14) (0) 
に含まれている純商品
総 供 給 70 200 42 税(6) (14) (0) 
図5 基本価格評価表Aタイプ（仮設例）
1 産業Al産業 B I 商
産 業 A 
産 業 B 
商 業
純商品税
付加価値
総 供 給
15)良永 (1991.B)参照。
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の方式を本稿では基本価格評価Aタイプと呼ぶことにする。 このAクイプで
は，商品・サービスのフローには純商品税は含まれていないが，この購入に際
して賦課された純商品税が，購入した産業の費用構成としては計上される。あ
るいは最終需要部門の場合は，その購入に際して賦課された純商品税が，最終
需要部門下の欄外に表示される。
ところで純商品を控除した基本価格で評価された商品・サービスの行方向の
フロー を， 列方向の費用構成とバランスをとるためには， 付加価値額（純間接
税）に含まれる純商品税部分を控除し， 純間接税マイナス純商品税のみを付加
価値に含めて記載しなくてはならない。この例では，産業Aの付加価値に含ま
れていた純商品税6単位，産業Bの付加価値に含まれていた純商品税14単位が
除かれ，付加価値額は29単位と46単位になる。生産者価格評価と基本価格評価
の産業連関表では，このように内生部門や最終需要部門の数値だけではなく，
国内生産額や付加価値額も変わってくる。この点が購入者価格から生産者価格
に変換した時とは異なっており，要注意である。
基本価格表における純商品税は，図 5のように内生部門と最終需要部門の下
に1行に集約して明示することもあるが， これを付加価値部門の純間接税（正
確には純間接税マイナス純商品税）の行の数値と合算して表示しているケースもあ
る（図6)。 たとえばイギリスやデンマークの産業連関表がその方法を採ってい
る。これをBタイプと呼ぶことにする。 AクイプとBクイプとでは，内生部門
や総需要・総供給の値は変わらないが，付加価値の中の純間接税の数値が変わ
図6 基本価格評価表Bタイプ（仮設例）
I産業Al産業 B I商 業 I最終需要 I総需要
産 業 A 11 28 ゜ 25 64 産 業 B 16 87 18 65 186 
商 業 5 15 2 20 42 
付加価値 32 56 22 
総 供 給 64 186 42 
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ってくるために，付加価値総額も変わってくる。またBクイプでは基本的に，
最終需要の取引に賦課される純商品税は欄外でも表示されない。
表 9は， EC統計局が公表した1985年デンマーク産業連関表である。基本価
格表のBタイプであることは一見して明らかである。また表10は同時に公表さ
れた純商品税行列である。表10によって，どの産業のどの購入者への販売に商
品税が多く賦課されるか，あるいは逆に補助金が賦与されるかを知ることもで
きる。表 9 の内生•最終需要部門からは，表10の純商品税が控除されている。
逆に表 9 の内生•最終需要部門に純商品税を加えれば，生産者価格表の内生・
最終需要部門が出来上がる。ただしデンマーク産業連関表（基本価格）の輸入は
CIF (Cost, Insurance and Freight)価格で評価されているが， 生産者価格表で
は税関渡し (ex-customs)価格が用いられており， 基本価格表に変換するため
には，輸入額から輸入税•関税も控除する必要がある 16)。
なお表11に，同じ基本価格で評価されているイギリス産業連関表の純商品税
行列を掲載しておいた17)。表10と表11がいかに異なっているかは，マイナス値
の行列位置を比較するだけでも明かであろう。マイナスということは，商品税
よりも補助金の方が多いことを意味し，純商品税を控除したときには，生産者
価格の数値よりも大きくなる。これが分析上いかなる影響を与えるか，節を改
めて検討してみよう。
5. 生産者価格表と基本価格表の分析比較
生産者価格表と基本価格表の内容上の相違をみたので，本節では実際のデー
タからその違いを検討してみよう。まずデンマークの産業連関表をとり上げよ
16)輸入品の価格評価も重要な問題であるが，国内生産物の評価に基本価格，要素価格を
用いている国では， 厳密な意味でのCIF価格を採用している場合がほとんどである。
久保庭 (1985)参照。
17)純商品税行列は， EC統計局の標準産業連関表（生産者価格）からイギリスCSO作
成の産業連関表（基本価格）をマイナスして求めた。その際両表の概念上の相違は，
EC統計局表に統一・調整した。
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う。デンマーク本国の産業連関表はデンマーク統計局（コペンハーゲン）によっ
て作成されているが，産業x産業ベースであり，価格評価も基本価格を用いて
いる。したがって他の EC諸国と比較が可能なよように， EC統計局が生産者
価格評価の商品x商品表に変換して， EC標準産業連関表として公表されてい
る。ここでは純粋に価格評価のみの相違をみるために， EC統計局が公表して
いるデンマークの基本価格表と生産者価格表を比較してみよう。
表12は中間投入・需要率を生産者価格と基本価格で比較したものである。全
体としては基本価格に変換すると，中間投入率も中間需要率も上昇している。
しかし産業ごとにみてゆくと，その影響はさまざまであることがわかる。たと
えば農林水産業では，基本価格表で分析すると生産者価格表に比べて，中間投
入率は上昇するが中間需要率は低下する。他方で電気・精密機械では中間投入
率は低下するが，中間需要率は上昇する。他の営利サービスのように両者低下
するものもあれば，鉱業・電気・ガスのように両者上昇するものもある。中間
需要率は評価価格の変更によって上昇する産業が多いが，購入者価格を生産者
表12 デンマー ク (1985年）の中間投入・需要率
中間投入率 中間需要率
産業部門
生産者価格 1 基本価格 生産者価格 i基本価格
1農林水産業 52.0彩 52.9% 73.6% 73.4彩
2鉱業・電気・ガス 63.3 68.9 62.5 65.7 
3化学・石油・土石 59.8 59.9 61.1 61. 5 
4鉄鋼・非鉄金属 77.7 78.0 79.2 79.4 
5機械・情報・輸送 57.6 57.6 30.9 33.8 
6電気・精密機械 55.2 55.0 36.6 37.2 
7木材・皮革・繊維 62.3 62.0 50.1 50.3 
8食料品・飲料 72.2 76.5 27.6 28.9 
9建 設 59.3 59.0 32.3 32.4 
10商業・交通・通信 38.1 37.4 40.2 40.3 
11他の営利サービス 39.5 38.9 48.6 48.5 
12非営利サービス 26.7 26.2 0.5 0.5 
13全 体I 47.6 47.8 39.1 39.7 
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価格に変換したときとは違って，一般にはなんとも言えないことがわかる。純
商品税の額や国内生産額に占めるその割合などによってさまざまな影響があ
る。
評価価格の変更による中間投入係数の変化が，レオンチェフ逆行列の変化を
通してさらに誘発構造の分析に影響をもたらす。表13は影響カ・感応度係数を
比較したものである。評価価格の変化によって影響力係数の上昇（低下）がみ
られた産業は， 感応度係数も上昇（低下）する産業が多くなっているが， 食料
品や建設のように両係数が逆に変動するケースもある。全体としては両係数と
も低下する産業が最も多くなっている。
さらに均衡価格モデルによって，特定の産業の生産物価格が上昇したとき
に，それはどのように波及し，各産業の生産物やサービスはどの程度上昇する
かを検討したのが表14である。ここでは原油価格の 100彩上昇するケースと，
サービス価格が50彩上昇するケースをシミュレーションしてみた。結果は，程
度の差こそあるものの，評価価格如何に関わらず全ての産業で価格の上昇が起
こるが，基本価格に変更した場合に上昇率が低下する産業が多い。しかしなか
表13 デンマー ク (1985年）の影響カ・感応度係数
影響力係数 感応度係数
産業部門
生産者価格 1 基本価格 生産者価格 1 基本価格
1農林水産業 97.6% 98.3% 90.3彩 90.9彩
2鉱業・電気・ガス 113. 8 124.5 162.4 173.0 
3化学・石油・土石 106. 2 105.6 117.8 116.3 
4鉄鋼・非鉄金属 122.8 121. 7 75.0 73.6 
5機械・情報・輸送 103.0 101. 2 106.9 105.7 
6電気・精密機械 99.6 97.6 69.2 67.8 
7木材・皮革・繊維 107.4 105.1 104.8 103.4 
8食料品・飲料 118.4 122.8 78.8 78.2 
9建 設 101. 6 99.5 67.8 68.0 
10商業・交通・通信 79.1 77.4 150.4 150.3 
11他の営利サービス 81. 0 78. 7 131. 4 128.8 
12非営利サービス 69.6 67.8 45.1 44.1 
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表14 デンマー ク (1985年）の価格波及効果
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原油価格100%上昇 サービス価格50彩上昇
産業部門
生産者価格 l基本価格 生産者価格 1 基本価格
1農林水産業 7.52彩 7.43% 4.40.% 4.60% 
2鉱業・電気・ガス 100.00 100.00 3.98 4.76 
3 化学・石油•土石 10. 91 10.92 5.69 5.68 
4鉄鋼・非鉄金属 13.72 13.57 6.18 6.20 
5機械・情報・輸送 5.54 5.44 5.24 5.15 
6電気・精密機械 5.02 4.94 5.22 5.08 
7木材・皮革・繊維 5.61 5.47 6.05 5.85 
8食料品・飲料 7.47 7.88 4.56 4.93 
9建 設 5.53 5.27 9.59 9.49 
10商業・交通・通信 8.03 7.64 8.14 7.96 
11他の営利サービス 3.10 2.88 50.00 50.00 
12非営利サービス 3.97 3.46 5.78 5.75 
には食料品のように，基本価格の方が上昇率が高くなる産業もある。農林水産
業や化学・石油製品，鉄鋼・非鉄金属製品では，原油価格が上昇する場合とサ
ービス価格が上昇する場合とで， 基本価格に変更した時の結果が全く逆であ
る。 これは各産業での原油やサービスの投入係数，誘発を通して購入する割
合，純商品税の賦課割合などがさまざまであることによるものである。
表15は民間最終消費，輸出及び最終需要合計の生産誘発係数を比較したもの
である。各最終需要項目の産業全体の生産誘発係数は，基本価格に変換すると
一様に上昇しているが，産業ごとにみてゆくと微妙な相違が表れている。まず
民間最終消費の生産誘発係数では，いくつかのサービス部門で上昇がみられる
が，農林水産業や鉱業では低下，製造業では一定か低下している。しかしその
率は極めて小さい。基本価格に変換すると低下するのは，純商品税の控除によ
る最終需要額の減少とともに，投入係数の変化が大きく影響している。一方輸
出の生産誘発係数は，多くの産業でほとんど一定であるが，農林水産業や食料
品，建設業では上昇し，木材・繊維産業では唯一低下している。最終需要合計
の生産誘発係数をみると，基本価格に変換しても，農業や製造業，建設業では
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表15 デンマー ク (1985年）の生産誘発係数
民生産間誘発消係数費 輸出生産誘発係数 最生産終誘需発要係計数
産業部門 鷹iiI基本価格 嵐勺I基本価格 嵐産霜 1基本価格
1農林水産業 0.08 0.07 0.16 0.18 0.08 0.08 
2鉱業・電気・ガス 0.08 0.07 0.10 0.10 0.06 0.06 
3 化学・石油•土石 0.02 〇.02 0.14 0.14 0.06 0.06 
4鉄鋼・非鉄金属 0.00 0.00 0.01 〇.01 0.00 0.00 
5機械・情報・輸送 0.04 0.03 0.23 0.23 0.10 0.10 
6電気・精密機械 0.01 0.01 0.06 0.06 0.03 0.03 
7木材・皮革・繊維 0.07 0.08 0.15 0.14 0.08 0.08 
8食料品・飲料 0.15 0.13 0.26 0.29 0.13 0.13 
9建 設 0.04 0.04 0.02 0.03 0.10 0.10 
10商業・交通・通信 0.28 0.31 0.34 0.34 0.24 0.25 
11他の営利サービス 0.46 0.50 0.10 0.10 0.25 0.26 
12非営利サービス 0.04 0.04 0.00 0.00 0.22 0.23 
全 体 I1. 21 I 1.31 1 1. 60 I 1.63 I 1.s 1 1. 38 
注）なお政府消費，固定資本形成の生産誘発係数は，生産者価格でそれぞれ1.3, 1. 14, 
基本価格でそれぞれ1.3, 1.17である。
ほとんど一定であり，サービス業では若干上昇する程度である。
最後に表16は自給自足率を比較したものである。各指標の定義は，購入者価
格と生産者価格の比較に用いたものと同じである。輸出率，輸入率ともに，ほ
とんどの産業で基本価格表から計算したものの方が大きな数値を示している。
特に農林水産業及び食料品産業の輸出率は，基本価格から計算すると大きく上
昇するために，自給自足率も20%以上も上昇することになる。これはデンマー
クの場合，農業生産物及び食料品の輸出補助金が商品税以上に大きいため，基
本価格に直すと逆に生産者価格よりも輸出額自体が大きくなるためである。表
10の純商品税行列をみても，農林水産業と食料品の輸出に関して，大きなマイ
ナスの数字が計上されており，いかに大きな補助金が賦与されているかがわか
る。その他の産業でも基本価格に直すと，輸入率以上に輸出率が上昇するため
に自給自足率は上昇するものが多い。唯一自給自足率が低下するのは鉱業だけ
である。
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表16 デンマー ク (1985年）の自給自足率
輸 出 率 輸 入 率
産業部門 嵐彗I基本価格 嵐勺I基本価格
1農林水産業 96.7% 126.6彩 62.0形 68.4彩
2鉱業・電気・ガス 48.2 58.8 101. 4 112.1 
3化学・石油・土石 88.0 96.3 110.0 113.3 
4鉄鋼・非鉄金属 82.2 96.3 160.6 171. 0 
5機械・情報・輸送 63.4 76.3 93.5 93.6 
6電気・精密機械 71.1 77.6 99.5 100.1 
7木材・皮革・繊維 60.6 63.4 78.8 79.0 
8食料品・飲料 84.3 120.0 43.0 48.7 
9建 設 9.8 10.8 12.4 12.8 
10商業・交通・通信 57.1 60.3 30. 9 30.3 
11他の営利サービス 15.0 15.8 21. 9 21. 7 
12非営利サービス 0. 1 0.1 0.0 0.0 
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自給自足率
嵐勺l基本価格
134.7% 158.2彩
46.8 46.6 
78.1 83.1 
21. 6 25.3 
69.9 82.7 
71. 7 77.5 
81. 8 84.3 
141. 3 171. 3 
97.4 98.0 
126.2 130.0 
93.0 94.2 
100.1 100.1 
以上のデンマークに関する 2つの価格表の分折比較から，次のように総括す
ることができる。すなわち，基本価格への変換は純商品税の控除によっておこ
なわれるが，商品税の方が補助金よりも大きい場合は，基本価格に直すと数値
は減少し，逆に補助金の方が大きい場合は数値は増加する。これが中間投入・
需要のどの数値に関して起こるかは，根本的には補助金や租税政策に依存して
いるが，投入係数の変化を通して微妙な影響を分析に及ぼす。どのような影響
があるかは，他部門や外生部門の変化にも依存しており，一概になんともいえ
ない。したがって，たとえ一国の分析であっても，間接税や補助金の効果を分
析するのならばともかく，純粋な技術連関を把握するためには， SNAや国連
ECEの推奨どおり，このような政策要因は除外しておく方が望ましい， とい
うことになる。国際比較となればなおさらであろう。それをイギリスの産業連
関表の場合と比較することによって検討してみよう。
イギリス本国の産業連関表は中央統計局が作成しており，基本価格を用いて
いる。これを EC統計局が生産者価格に変換して， EC標準産業連関表とし
て公表している。 ここでは中央統計局の基本価格表と EC統計局の生産者価
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格表とを， デンマークの場合との相違にも注意しつつ， 簡単に分析比較しよ
ぅ18)。
まず表17は，両価格表からの中間投入・需要率をまとめたものである。デン
マークの場合と比べ，農林水産業や鉄鋼・非鉄金属では全く逆の変化を示して
いる。基本価格に変更すると，農林水産業では中間投入率が下落し，中間需要
率が上昇する。鉄鋼・非鉄金属では両率とも下落する。デンマークでは農林水
産業の中間投入に対して間接税よりも補助金の方が大きかったが，イギリスで
は逆である。またイギリスでは鉄鋼・非鉄金属の他部門への販売，特に輸出へ
の補助金が大きく，純商品税がマイナスであることなどが影響している。基本
価格に変換すると最も大きく変動するのが食料品の中間投入率である。これは
食料品産業の投入に対する補助金が大きく，純商品税の中間投入計もマイナス
表17 イギリス (1979年）の中間投入・需要率
中間投入率 中間需要率
産業部門
生産者価格 基本価格 生産者価格 I基本価格
1農林水産業 66.1% 65.4彩 80.6彩 80.8彩
2鉱業・電気・ガス 50.8 54.1 64.2 65.2 
3化学・石油・土石 68.6 68.1 66.1 68.3 
4鉄鋼・非鉄金属 81. 9 76.9 80.1 74.3 
5機械・情報・輸送 60.1 59.6 39.1 40.2 
6電気・精密機械 61. 0 59.8 41. 9 43.2 
7木材・皮革・繊維 63.4 62.4 56.5 57.9 
8食料品・飲料 66.9 77.5 39.5 35.0 
9建 設 56.1 56.3 36.8 35.9 
10商業・交通・通信 39.5 38.3 43.0 43.4 
11他の営利サービス 44.9 33.7 45.7 49.5 
12非営利サービス 37.0 32.7 0.0 0.0 
13全 体j 52.8 51.1 45.1 44.4 
18) csoの産業連関表は，非営利サービスの投入は， 中間投入としてではなく最終需要
の政府最終消費に計上する方式をとっており， EC統計局型に合わせるために，中間
投入として計上する方式に変換した。その具体的な方法については，良永 (1991.B) 
のスウェーデンのケースを参照されたい。
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値であることが影響しているためである。全体としては基本価格にすると，中
間投入率は下落，中間需要率は上昇する産業部門が多い。中間需要率に関して
はデンマークと似た傾向が看取される。
表18は，イギリスの影響カ・感応度係数をまとめたものである。農林水産業
や鉱業などで， 基本価格に変換したときに影響カ・感応度係数が上昇してい
る。この点ではデンマークと同様である。しかしデンマークでは鉱業の影響力
係数の上昇が一番大きかったが，イギリスでは食料品の上昇の方が大きくなっ
ている。またデンマークでは感応度係数は低下する産業の方が多いが，イギリ
スでは逆に上昇するものの方が若干多くなっている。特に商業・交通・通信の
上昇が大きい。これらのサービスの中間需要に対する補助金が商品税よりも大
きいためである。
表19は表14と同じように，原油価格やサービス価格が上昇するときの価格波
及効果を均衡価格モデルから計算したものである。原油価格の上昇について
は，イギリスの方がデンマークよりも多くの産業で波及効果が大きくなってい
る。基本価格に変換すると，ほとんどの産業で価格上昇率が下落するが，食料
表18 イギリス (1979年）の影響カ・感応度係数
影響力係数 感応度係数
産業部門
生産者価格 1 基本価格 生産者価格 I基本価格
1農林水産業 110.2彩 113.5彩 87.1形 89.4彩
2鉱業・電気・ガス 87.6 93.2 149.6 152.3 
3化学・石油・士石 110.8 111. 0 126.8 123.1 
4鉄鋼・非鉄金属 127.5 121. 5 101. 8 103. 3 
5機械・情報・輸送 103. 7 102.9 101. 2 103.3 
6電気・精密機械 105.9 103.8 64.8 65.8 
7木材・皮革・繊維 105.1 103.7 107.4 108.1 
8食料品・飲料 111.8 127. 1 90.1 86.1 
9建 設 98.8 99.6 68.7 67.9 
10商業・交通・通信 77.4 16.1 139.6 148.2 
11他の営利サービス 83.6 73.9 120.9 109. 6 
12非営利サービス 77.7 73.2 42.0 42.9 
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表19 イギリス (1979年）の価格波及効果
原油価格100%上昇 サービス価格50彩上昇
産業部門
生産者価格 i基本価格 生産者価格 i基本価格
1農林水産業 10.23彩 9.51彩 6.92% 7.03% 
2鉱業・電気・ガス 100.00 100.00 2.52 2.65 
3化学・石油・士石 20.18 19.31 7.06 6.85 
4鉄鋼・非鉄金属 24.61 22.04 6.29 5.83 
5機械・情報・輸送 10.33 9.66 6.22 5.68 
6電気・精密機械 10.30 9.42 6.41 5.88 
7木材・皮革・繊維 8.76 8.05 7.04 6.83 
8食料品・飲料 8.11 8.90 6.43 7.59 
9建 設 7.00 6.43 3.68 3.52 
10商業・交通・通信 9.31 7.75 5.40 5.26 
1他の営利サービス 4.01 3.62 50.00 50.00 
12非営利サービス 6.89 5.09 5.17 5.82 
品価格のみが逆に上昇率が高くなる。これはデンマークの場合と同じである。
しかし化学・石油産業の場合は，デンマークでは基本価格にすると上昇するの
に，イギリスでは下落している。この点が異なっている。サービス価格が上昇
した場合も，全体としてはデンマークと同じ傾向がうかがえるが，鉄鋼・非鉄
金属非営利サービスでは，基本価格に変換したときに逆の動きを示してい
る。
表20は，イギリスの生産誘発係数を計算したものである。ここではデンマー
クと全く異なり，基本価格に変換したときの各最終需要項目の産業全体の誘発
係数は低下している。デンマークの場合は，すべての最終需要項目においてサ
ービスの生産誘発係数は基本価格にすると上昇したが，イギリスでは，その他
の営利サービスは逆に低下している。輸出の生産誘発係数も，基本価格にした
場合，半数の産業で下落がみられる。
最後に，表21はイギリスの自給自足率を計算したものである。基本価格表か
ら計算すると，生産者価格表に比ぺて自給自足率が上昇する産業がほとんどで
あるが，鉱業及び商業は逆に下落する。デンマークの場合もほぼ同様であった
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表20 イギリス (1979年）の生産誘発係数
民生産間誘発消係費数 輸出生産誘発係数
産業部門
嵐彗I基本価格 嵐産嘉 I基本価格
1農林水産業 0.07 0.08 0.04 0.04 
2鉱業・電気・ガス 0.14 0.13 0.24 0.23 
3化学・石油・土石 0.06 0.07 0.24 0.22 
4鉄鋼・非鉄金属 0.01 0.01 0.11 0.12 
5機械・情報・輸送 0.06 0.06 0.34 〇.34
6電気・精密機械 0.03 0.03 0.10 0. 10 
7木材・皮革・繊維 0.13 0.13 0.14 〇.14
8食料品・飲料 0.21 0.19 0.09 0.08 
9建 設 0.06 0.06 0.03 0.02 
10商業・交通・通信 0.36 0.38 0.30 0.29 
11他の営利サービス 0.41 0.23 0.21 0.19 
12非営利サービス 1.02 0.12 0.00 0.00 
全 体 I1. 57 I 1.49 ¥ 1. 85 I 1.78 I 
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最生産終誘需発要係数計
酎i:1、基本価格
0.05 0.05 
0.14 0.13 
0.11 0.11 
0.04 0.04 
0.18 0.18 
0.05 0.05 
0.11 0.11 
0. 13 0.11 
0. 12 0.12 
0.27 0.27 
0.25 0.18 
0.17 0.22 
1.62 I 1.56 
注）なお政府消費固定資本形成の生産誘発係数は，生産者価格で1.55, 1. 58, 基本価
格でそれぞれ1.46, 1. 54である。
表21 イギリス (1979年）の自給自足率
輸 出 率 輸 入 率 自給自足率
産業部門
嵐産嘉 1基本価格 羞産嘉 1基本価格 尉屯 1基本価格
1農林水産業 20.4形 22.896 49.1% 48.4% 71.3% 74.5% 
2鉱業・電気・ガス 47.4 56.8 55.1 64.8 92.3 92.0 
3 化学・石油•土石 64.4 64.7 62.8 56.5 101. 6 108.2 
4鉄鋼・非鉄金属 77.4 96.9 93.3 112.3 84. 1 84.6 
5機械・情報・輸送 51. 2 56.3 47.1 50.2 104.1 106. 1 
6電気・精密機械 49.9 56.1 50.2 54.3 99.8 101. 8 
7木材・皮革・繊維 30.2 36.4 45.5 50.0 84.7 86.3 
8食料品・飲料 16.7 18.8 10.2 31. 6 86.5 87.2 
9建 設 6.4 5.1 7.3 4.5 99.0 100.6 
10商業・交通・通信 31. 0 32.0 23.7 28.3 107.2 103.7 
11他の営利サービス 22.0 30.4 17.8 25.8 104.2 104.6 
12非営利サービス 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 
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が，個別にに輸出率，輸入率を検討してゆくと，かなり事情は異なる。基本価
格に変換すると，建設業で若干輸出率が低下する以外は，ほとんどの産業で輸
出率は上昇する。最も上昇が大きいのは鉄鋼・非鉄金属であり， 20.9cる近い上昇
である。鉄鋼・非鉄金属の輸出に関して，補助金が商品税よりも大きく，純商
品税がマイナスであることが大きく関与している。しかし基本価格にすると輸
入率も大きく上昇するために，自給自足率の上昇は 0.5形となっている。営利
サービスについてもほぼ同様である。輸出率，輸入率の変化の結果として，自
給自足率が大きく上昇するのは化学・石油であるが， 6.6形程度であり，デン
マークの場合と比べて変化する割合は小さくなっている。
以上，生産者価格表と基本価格表との分析上の相違を，デンマークとイギリ
スの場合についてみてきたが，政策や制度によって異なる純商品税を控除する
ことによって生じる影響は，両国間でもかなり異なっていることが判明した。
これは異なる価格評価の産業連関表による国際比較に，間接的ながら，一つの
限界を提起している。
6. 結びにかえて
本稿では産業連関表の比較可能性の問題を，価格評価という観点にしほって
主に実証的な面から検討をおこなった。同じ国，同じ年度に関する購入者価格
表と生産者価格表，生産者価格表と基本価格表の分析を比較し，異なる価格評
価によってどの程度違いが生じるか，それはある程度推測可能であるか，等を
検討することによって， 1国内におけるクロス・セクショナルな分析や国際比
較の可能性を探るというものである。その結果，異なる価格評価の産業連関表
を用いた比較はなるべく回避した方がいいが，特に生産者価格にも商品税や補
助金といった政策要素が含まれており，これを削除した基本価格とは分析上も
さまざまな相違が生じてくるため，両表の単純な比較は多くの問題があること
がわかった。
日本では生産者価格表による分析が中心であり，基本価格についてはあまり
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知られていない。あるいは知られていても， 「日本では， 現在，基本価格評価
表は， その作成上の困難さから作成されてはいません」19)という言葉で片づけ
られてしまっている面もある。そのためもあってか，産業連関表による国際比
較の事例をみていると，分析手法や内容はともかく，統計そのものには無配慮
な利用も多いことに気づく 20)。特に価格評価については見過ごされがちであ
る。本稿は，このような観点から，産業連関表による国際比較ヘ一つの注意を
喚起している。
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